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第１章 はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、我が国の総人口は長期の人口減少過程に入

っており、令和 11年には１億 2,000 万人を、また令和 35年には１億人を下回ることが想

定されています。 

こうした人口減少の中で、我が国の高齢化率は令和元年時点で世界的にも最高水準の

28.4％となっていますが、団塊の世代全体が 75 歳以上となる令和７年、団塊ジュニア世代

が高齢者となる令和 22 年にかけて、今後も高齢化はますます進展することが見込まれてい

ます。中でも介護需要が高まる 85 歳以上人口については、平成 27 年の 500 万人から令和

22 年には倍増となり、1,000 万人を超えることが想定されています。 

また、社会保障給付費（年金・医療・福祉等の総額）については年々増加傾向にある中で、

高齢者関係給付費が全体に占める割合は 66.3％（平成 29年度）となっており、介護保険制

度を含めた社会保障制度全体の安定的・持続的運営が危惧される状況です。また、近年の大規

模な自然災害の発生や、新型コロナウイルス感染症の世界的流行など、高齢者福祉を取り巻く

状況は大きく変化しています。 

このような状況の中で、住み慣れた地域でだれもが互いに支えあって暮らすことのできる

「地域共生社会」の実現に向けて、高齢者福祉においては介護保険制度等を将来にわたって維

持しつつ、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で各自の能力に応じて自立した日常生活を営

むことができるようにするための「地域包括ケアシステム」の構築が急がれます。 

地域包括ケアシステムは、限りある社会資源を効率的・効果的に活用しながら、介護サービ

スのみならず医療、介護、介護予防、住まい、自立した日常生活支援を包括的に確保するもの

で、各地域の実情に応じて深化・推進していくことが重要とされています。国ではこれを、令

和７年までに構築することを地方自治体等に求めており、今後３年間は地域包括ケアシステ

ムの深化・推進の総仕上げの期間としても重要となります。 

 

本町では、高齢者保健福祉施策と介護保険事業の一体的な取組を進める計画として、平成

30 年度～令和２年度を計画期間とする「豊郷町 第７期介護保険事業計画 高齢者保健福祉

計画」を策定し、これに基づく施策の展開を図ってきたところです。 

さらなる地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、すべての高齢者が必要な医療と介護

サービスを継続的・一体的に受けられ、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることがで

きるよう、前計画の実績や住民のニーズ、地域特性を踏まえつつ、住民・事業者・行政等が協

働して高齢者保健福祉の充実に取り組んでいくための指針となる計画として、「豊郷町高齢者

保健福祉計画および第８期介護保険事業計画」を策定します。 

なお、高齢者をはじめ、だれもが自分らしい生活を守るための制度として成年後見制度の重

要性が高まっていることを踏まえ、本計画に「成年後見制度利用促進基本計画」を包含し、策

定することとします。  
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２ 計画の位置づけ 

（１）法令の根拠 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８第 1項に規定された「市町村老人福祉計画」、介護保険

法第 117 条に規定された「市町村介護保険事業計画」について、介護保険法第 117 条第１

項の規定により一体的に策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また本計画には、成年後見制度利用促進法第 14 条第１項に規定された「成年後見制度利

用促進基本計画」についても、包含する計画として策定します。 

 

 

 

 

 

 

（２）他の計画等との関係 

本計画は、「豊郷町総合計画」を上位計画とする、町の高齢者保健福祉分野の部門別計画と

位置づけ、町の福祉関連計画等との整合性を図りながら策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下

「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下

「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

老人福祉法 

第 20条の 8 

第 1項 

市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介

護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村

介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。 

介護保険法 

第 117条 

第 1項 

市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の

区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本

的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見制度等実施機関の設

立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

成年後見制度 

利用促進法 

第 14条 

第 1項 

他の関連計画 
豊郷町 地域福祉計画 
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３ 計画の期間 

この計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間となります。 

ただし、本計画は、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢期を迎える令和７年度や、現役世

代の急減が想定される令和 22 年度を見据えた中長期的視点を踏まえ、検討・策定していま

す。 

 

令和（年度） 

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

第８期 
                  

   第９期                

      第 10 期             

         第 11 期          

            第 12 期       

               第 13 期    

                  第 14 期 

 

４ 計画の策定体制 

（１）高齢者に関するアンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり、高齢者の生活実態の把握、高齢者福祉サービスや介護保険サービ

スの円滑な運営等に向けて、アンケート調査を実施しました。 

※結果の概要は第２章に掲載 

 

（２）策定委員会等での計画の検討 

本計画の策定にあたり、被保険者の代表、福祉に関する事業に従事する方、医療に従事す

る方、識見を有する方等、様々な立場にある委員で構成する「豊郷町介護保険事業計画策定

委員会」を組織し、審議を行いました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

町民の意見や要望を本計画に十分に反映させるため、パブリックコメント（意見公募）を

実施しました。 

  

中長期的視点（令和７年・令和 22年を見据えて） 
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第２章 高齢者を取り巻く現状と課題 

１ 高齢者の現状 

（１）人口の概況 

平成 28 年度以降の人口の推移をみると、増減を繰り返しながら推移しており、令和２年

度には 7,348 人となっています。年齢区分別にみると、40～64 歳（第２号被保険者）が

2,356 人（32.0％）、65 歳以上（第１号被保険者）が 1,957 人で、高齢化率は 26.6％と

なっています。 

65 歳以上の高齢者については平成 28年以降一貫して増加していますが、内訳をみると、

65～74 歳の高齢者は増減を繰り返しながら推移している一方で、介護需要に結びつきやす

い 75 歳以上の後期高齢者は一貫して増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 人口の推移 

※住民基本台帳（各年度 10月 1日） 

■ 年齢区分別人口比率の推移 

※住民基本台帳（各年度 10月 1日） 

15.9% 15.5% 15.2% 15.1% 14.8%

27.4% 27.1% 26.9% 26.9% 26.5%

31.3% 31.4% 31.7% 31.8% 32.1%

25.4% 26.0% 26.2% 26.2% 26.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

0～14歳 15～39歳 40～64歳 65歳以上

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

7,399 7,367 7,340 7,357 7,348

1,178 1,141 1,115 1,113 1,085

2,025 1,995 1,976 1,976 1,950

2,315 2,313 2,324 2,337 2,356

1,881 1,918 1,925 1,931 1,957

993 1,015 1,006 997 1,017

888 903 919 934 940

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

15.9% 15.5% 15.2% 15.1% 14.8%

27.4% 27.1% 26.9% 26.9% 26.5%

31.3% 31.4% 31.7% 31.8% 32.1%

25.4% 26.0% 26.2% 26.2% 26.6%

13.4% 13.8% 13.7% 13.6% 13.8%

12.0% 12.3% 12.5% 12.7% 12.8%

総人口

単位：人

 0～14歳

15～39歳

40～64歳

65歳以上

65～74歳

75歳以上

人口　構成比

 0～14歳

15～39歳

40～64歳

65歳以上

65～74歳

75歳以上
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（２）世帯の概況 

平成 27 年の一般世帯のうち高齢者のいる世帯の状況についてみると、高齢者のいる世帯

が占める割合は 46.0％と、全国・滋賀県の水準を上回っています。 

また、一般世帯のうち高齢者のみの世帯についてみると、ひとり暮らし世帯の割合が、滋

賀県の水準と比べ高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 高齢者のいる世帯の状況 

※国勢調査（平成 27年） 

※国勢調査（平成 27年） 

※「一般世帯」は総世帯から施設等の世帯（寮、病院、社会施設等）を除いた世帯 

■ 一般世帯における高齢者のいる世帯の割合 

46.0

40.4

40.7

54.0

59.6

59.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

豊郷町

滋賀県

全国

高齢者のいる世帯

高齢者のいない世帯

ひとり暮らし
世帯

夫婦のみ世帯

2,586 1,190 1,179 263 264 652 11

(100.0%) (46.0%) (45.6%) (10.2%) (10.2%) (25.2%) (0.4%)

536,706 216,903 215,880 44,325 64,422 107,133 1,023

(100.0%) (40.4%) (40.2%) (8.3%) (12.0%) (20.0%) (0.2%)

53,331,797 21,713,308 21,582,467 5,927,686 5,247,936 10,406,845 130,841

(100.0%) (40.7%) (40.5%) (11.1%) (9.8%) (19.5%) (0.2%)

豊郷町

滋賀県

全国

単位：世帯 一般世帯数

高齢者のいる世帯

単独世帯・親族世帯

非親族世帯
高齢者のみの世帯

その他の
親族同居世帯
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0.3% 1.5%
6.3%

14.8%

30.1%

55.3%

74.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

40～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

（３）認定者の概況 

平成 28 年度以降の認定者数の推移をみると、増減を繰り返しながらほぼ横ばいで推移し

ており、平成 28 年度の 383 人から、令和２年度は 386 人となっています。また、高齢者

人口に対する認定率については、平成 28 年度の 20.4％から、令和２年度には 19.7％とな

っています。 

年齢別人口に対する認定者の割合（出現率）をみると、高齢になるほど、とりわけ 80 歳

以上で割合が高くなる傾向があり、65～69 歳の 1.5％に対し 80～84 歳では 30.1％と、

概ね３人に１人が認定者となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 認定者数の推移 

※介護保険事業状況報告月報（各年度 9月末） 

■ 年齢別の認定者出現率 

※介護保険事業状況報告月報（令和 2年 9月末）、住民基本台帳人口（令和 2年 10月 1日）を用いて算出 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

認定者数 383 386 379 382 386

要支援１ 37 36 24 31 37

要支援２ 32 34 31 33 39

要介護１ 78 70 63 61 59

要介護２ 77 78 83 79 80

要介護３ 75 84 76 73 70

要介護４ 47 51 66 64 65

要介護５ 37 33 36 41 36

認定者　構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

要支援１ 9.7% 9.3% 6.3% 8.1% 9.6%

要支援２ 8.4% 8.8% 8.2% 8.6% 10.1%

要介護１ 20.4% 18.1% 16.6% 16.0% 15.3%

要介護２ 20.1% 20.2% 21.9% 20.7% 20.7%

要介護３ 19.6% 21.8% 20.1% 19.1% 18.1%

要介護４ 12.3% 13.2% 17.4% 16.8% 16.8%

要介護５ 9.7% 8.5% 9.5% 10.7% 9.3%

認定率 20.4% 20.1% 19.7% 19.8% 19.7%

単位：人
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２ アンケート調査の概要と結果からみる課題 

（１）調査の目的 

本計画の策定にあたり、町内の高齢者の皆様の生活や健康の実態等を把握し、これを計画策

定の基礎資料とするために、２種類のアンケート調査を実施しました。 

 

（２）実施概要 

［調査の対象者と配布数］ 

調査名 対象者 配布数 
回収数 

回収率 
有効票 白 票 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

65 歳以上の 

要介護認定者以外 
1,601 952 0 59.5％ 

在宅介護実態調査 在宅の要介護認定者 261 112 0 42.9％ 

 

［調査方法等］ 

調査方法 抽出基準日 調査期間 

郵送による配布・回収 令和元年 12月１日時点 令和２年１月 

 

 

（３）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果からみる課題 

①外出について 

外出は社会参加・介護予防につな

がる重要な要素です。住民の移動手

段の中心が自動車となっている本町

においては、運転免許証の自主返納

者等への対応として移送サービスを

充実させています。 

なお、「デマンド車」については、

サービスが十分に周知されていない

実態もあり、「高齢者等の外出支援」

の目的に沿い、利用者の利便性の向

上を考慮した事業展開が求められます。 

0.0%

1.5%

0.7%

32.8%

50.4%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

毎日のように使っている

ときどき使っている

最近使っていない

知っているが使ったことはない

「デマンド車」のことを知らない

無回答

(n=952)

■「デマンド車」の利用状況 
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②地域の活動について 

地域の活動に参加者や企画・運営

としての参加意向を持っている方、

就労意向のある方が一定数いる一方

で、実際の活動への参加割合は低く、

ニーズとギャップがみられる状況で

す。 

参加意向のある高齢者を貴重な地

域の人材として捉え、就労や活動参

加に向けた様々な情報提供、活動団

体や事業者とのマッチング支援の体制強化等に向けた検討が必要です。 

 

③人とのつながりについて 

相談相手や病気の際の世話など、

夫婦での支えあいが中心となってい

る中で、配偶者がいない方や、配偶者

が一定以上の要介護状態にある方、

地域とのつながりが薄い方等が孤立

しないように、地域住民や行政、専門

職、医療関係者等の地域の様々な支

援者間の連携を強め、たすけあいの

体制を構築・強化することが必要で

す。 

 

④健康について 

介護予防やフレイル予防、要介護度の重度

化等につながるリスク軽減の観点から、身体

的な健康づくりは今後も重要ですが、これに

加え、高齢期の幸福感の向上につながるよう

な、こころの面での健康づくりの取組につい

ても検討が必要です。 

 

 

 

 

8.4%

44.9%

31.1%

6.4%

9.2%

3.0%

28.4%

53.8%

4.2%

10.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

せひ参加したい

参加してもよい

参加したくない

既に参加している

無回答

参加者 企画・運営 (n=952)

参加意向あり 

■地域活動に参加者として・企画・運営として参加したいか 

5.3%

14.2%

3.8%

24.6%

15.3%

6.3%

38.2%

13.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自治会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役場

その他

そのような人はいない

無回答

(n=952)

■家族や友人・知人以外の相談相手 

0.8%

0.7%

1.4%

2.8%

3.3%

20.9%

7.6%

14.6%

20.7%

9.0%

11.4%

6.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

無回答

(n=952)

とても不幸

とても幸せ

■主観的な幸福感 
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⑤相談窓口等の認知状況について 

認知症に関する相談窓口や、介護が

必要となったときに、相談する窓口の

周知が十分に進んでいない状況の中

で、とりわけ地域包括支援センターは、

介護を必要とする方だけでなく、その

家族や一般の高齢者等の総合相談窓口

であり、地域全体で支えあう地域包括

ケアシステムの中心的な役割を担う機

関として位置づけられていることか

ら、さらなる周知が必要です。 

 

⑥希望する暮らしの実現について 

要介護認定を受けていない方の多くが人

生の最後において、自宅で過ごすことを希望

されている一方で、その実現は困難、もしく

はわからないと考えている実態があります。 

町独自の介護予防のサービスである地域

支援事業について、その内容の充実を図ると

ともに、さらなる周知や参加促進を進め、健

康寿命等の延伸につなげることが重要です。 

また併せて、介護や医療等との連携など、

地域包括ケアシステムの充実を進め、可能な

限り希望する生活を実現できるような支援

体制の構築が求められます。 

 

（４）在宅介護実態調査の結果からみる課題 

①在宅生活の継続について 

要介護認定を受けている方のうち自宅で

の暮らしを希望する方が５割を超えている

中で、施設等への入所・入居の検討や申し込

みをしている方は３割弱となっており、ニー

ズと現実にギャップはみられない状況です。 

一方で、希望する場所で最後まで療養可能

と考える方は２割弱となっており、こうした

不安を解消するとともに、介護者の負担軽減

を図る観点からも、ニーズに応じたサービス

等の提供や、地域での支えあいの体制づくり

を継続・充実していくことが求められます。  

42.4%

37.1%

43.2%

15.8%

0.8%

19.4%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域包括支援センター

主治医

行政（役場の窓口）

民生委員

その他

知らない

無回答

(n=952)

■介護が必要となった時、相談する窓口 

49.4%

17.3%

3.3%

0.6%

22.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅

病院

施設

その他

わからない

無回答

(n=952)

■人生の最期をどこで迎えたいか 

50.9%

16.1%

5.4%

0.9%

19.6%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅

病院

施設

その他

わからない

無回答

(n=112)

■人生の最期をどこで迎えたいか 
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②認知症について 

要介護認定を受けている方の

多くが認知症状を有している中

で、認知症の人やその家族を支

えるためには、家族はもちろん、

地域の理解や協力が必要であ

り、すべての住民の認知症に関

する知識や理解を深めることが

重要です。 

また、認知症の人の見守りや、

徘徊した際の早期発見の体制づ

くりといった、具体的な支援の

仕組みづくりが今後も求められ

ます。 

 

③介護者の就労継続について 

介護のために離職された方、ま

た今後の就労の継続が難しいと

感じている方がいる中で、介護保

険サービス等の公的な支援に加

え、多様な働き方を実現し、介護

と就労を両立するための事業所

等への啓発や支援等の取組の検

討が必要です。 

 

 

 

 

  

16.5%

18.8%

3.5%

15.3%

1.2%

4.7%

5.9%

11.8%

2.4%

25.9%

4.7%

5.9%

4.7%

10.6%

3.5%

0.0%

3.5%

38.8%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=85)

■介護者が不安に感じる介護 

7.1%

2.4%

0.0%

0.0%

64.7%

2.4%

25.9%

0% 20% 40% 60% 80%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

合計(n=85)

■介護のための離職の有無 
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３ 前計画の進捗評価結果 

（１）評価の方法 

評価にあたっては、前計画の 50 の事業を、次の３つの評価基準（「計画通り実施＝10 点」

「一部実施＝５点」「未実施＝０点」）で点数化しました。 

さらに、４つの計画の枠組みや 12 の施策といった、より上位の枠組みで平均値を算出し、

計画全体の検証を行いました。（※平均値が高いほど良い評価となる） 

 

（２）評価の結果 

評価対象 平均値 

計画全体 8.00 

 

計画全体の評価の平均値は 8.00（概ね「計画通り実施」の水準）となっています。 

計画の枠組みごとの評価は、「１ 高齢者の元気づくり」が 10.0 と最も点数が高く、該当

するすべての事業が“計画通り実施”の評価となっています。次いで、「２ 高齢者を支えるま

ちづくり」が 9.38、「３ 地域包括ケアシステムの深化・推進」が 6.67、「４ 地域支援事

業」が 6.25 の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜計画の枠組みごとの評価＞ 

10.0

9.38

6.67

6.25

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

１ 高齢者の元気づくり

２ 高齢者を支えるまちづくり

３ 地域包括ケアシステムの

深化・推進

４ 地域支援事業
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施策ごとの進捗評価は、「１-（１）高齢者の健康づくり及び疾病予防の推進」をはじめ、４

つの施策で平均値が 10.0 と、最も良い評価となっています。 

なお、「３-（２）地域におけるケアの推進と支援体制の強化」をはじめ、３つの施策の平均

点が、評価“一部実施”相当の 5.00 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.00 

10.00 

10.00 

10.00 

8.33 

7.50 

7.50 

6.67 

6.25 

5.00 

5.00 

5.00 

0 2 4 6 8 10

１-（１）高齢者の健康づくり及び疾病予防の推進

１-（２）自立支援・生活支援サービス

（その他の高齢者一般施策）

２-（１）高齢者の生きがいと健康づくり推進事業

２-（３）地域共生型まちづくりの創造

３-（１）地域包括ケアシステムの基本的な考え方

２-（２）高齢者の社会参加の促進

４-（１）介護予防・生活支援サービス事業

（介護予防・日常生活支援総合事業の実施）

４-（４）任意事業の実施

４-（３）包括的支援事業の実施

３-（２）地域におけるケアの推進と支援体制の強化

３-（３）地域高齢者の支え合いについて

４-（２）一般介護予防事業

（介護予防・日常生活支援総合事業の実施）

全体の

平均値

8.00

＜施策の評価＞ 

※グラフの「1-（1）」等は、先頭の数字が『計画の枠組み』、後ろの数字が『施策』を表す 
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４ 計画策定にあたっての課題 

 

課題１ 令和７年・令和 22年を見据えた計画づくり 

団塊の世代全体が 75 歳以上となる令和７年、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年

に向けて、要介護認定者、認知症高齢者、医療ニーズの高い高齢者、ひとり暮らしや夫婦のみ

の高齢者世帯などが増加し、高齢者福祉全般に様々な影響を及ぼすことが想定されます。こう

した中長期的展望を踏まえた上で、今後３年間に達成すべき目標・取組等を明らかにすること

が求められます。 
 

課題２ 地域包括ケアシステムの明確化 

令和７年までに「地域包括ケアシステム」の構築が求められている中で、本町の地域の実情

に応じた地域包括ケアシステムの明確化は喫緊の課題であるといえます。 

地域包括ケアシステムの具体的な機能やその整備時期等を明らかにするとともに、その中

核的役割を担う地域包括支援センターの機能強化とその役割の周知の推進が重要です。 
 

課題３ 健康づくり・介護予防の推進 

75 歳以上を高齢者の新たな定義とすることが提案され、70 歳までの就業機会の確保等、

これまで以上に高齢者の活躍が求められている中で、今後も高齢化が進むことが想定される

本町において、介護予防につながる健康づくりや介護予防事業に加え、高齢期の生きがいづく

り等の推進が必要です。 
 

課題４ 安全・安心な暮らしの確保 

近年の自然災害等の発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、災害の発生に

備えるとともに、新しい生活様式にも対応した交流等の高齢者の社会参加のあり方を検討す

る等、安全・安心の視点を持って、高齢者福祉全般の推進に取り組むことが重要です。 
 

課題５ 認知症高齢者支援策の充実 

認知症高齢者の増加が見込まれている中で、認知症を有する本人だけでなく、家族等の介護

者の不安の軽減という観点からも、認知症の人を地域で支えていけるように、認知症に関する

正しい知識の普及や、認知症の早期発見・早期対応につながる支援体制の構築等の取組が必要

です。 
 

課題６ 高齢期の権利擁護の推進 

認知症高齢者や、ひとり暮らしの高齢者が増加する中でも、だれもが財産の管理や日常生活

等に支障がないように、社会全体で支えあうことが重要です。一方で、こうした支えあいの重

要な手段である成年後見制度が十分に利用されていない実態もあり、本町においても、高齢期

の権利擁護の推進に向けた総合的な取組が重要です。 
 

課題７ 自立した日常生活の実現に向けた支援 

高齢になっても、住み慣れた地域の中で自立して生活できるように、介護保険サービス等の

充実や適正な利用に向けた取組の推進に加え、社会参加や介護予防にもつながる外出支援を

はじめ、町独自のサービスの充実・利用促進の取組等、幅広い検討・推進が求められます。 
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第３章 計画の基本方針 

１ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前計画においては、「高齢者になっても安心して住み続けられる地域社会の構築により、み

んなが互いに支えあうまち とよさと ～住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けるために

～」を基本理念として設定し、その実現に向けた取組を進めてきました。 

 

この間、自然災害等の発生や新型コロナウイルス感染症の流行といった高齢者福祉全般に

大きな影響を及ぼす事象等はあったものの、すべての福祉のめざす目標が「地域共生社会」

の実現であることに変わりはありません。 

その実現に向けて、本計画においても、引き続き「地域包括ケアシステム」の構築等に取

り組んでいくことが重要であり、原則として前計画の方向性については維持すべきであると

考えられます。 

 

そのため、本計画の基本理念は、前計画の基本理念をよりシンプル化する方向で、発展的

に継承し、「みんなが互いに支えあうまち とよさと ～高齢になっても住み慣れた地域でい

きいきと暮らし続けるために～」とします。 

  

基本理念 
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２ 計画の基本目標 

基本理念の実現に向けて、次の４つの「計画の基本目標」を設定します。 

 

（１）包括的な支援の仕組みづくり 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた基盤と仕組みをつくります 

 

団塊の世代が後期高齢者となる令和７年に向けて、地域包括ケアシステムの構築が求めら

れている中で、その中核となる地域包括支援センターの機能強化に取り組みます。 

また、地域包括支援センターを中心に、地域の多様な主体間の連携や、見守り・支えあい

の仕組みづくりに取り組み、本町の実情にあった地域包括ケアシステムの深化・推進につな

げます。 

 

（２）健康づくり・介護予防の推進 

高齢期を元気に過ごすための健康づくり、介護予防や重度化抑制に取り組みます 

 

平均寿命が男女ともに 80 歳を超えている中で、可能な限り健康寿命を延ばし、元気な高

齢期を過ごせるように、健康づくりや疾病予防に取り組みます。 

また、地域独自の多様な介護予防・生活支援サービス事業を今後も実施し、健康な状態か

ら要介護状態へ移行する中間の段階であるフレイルの予防や、介護の重度化の抑制に取り組

みます。 

 

（３）安心と生きがい、尊厳のある暮らしの実現 

だれもが当たり前の権利を保持し、安心で生きがいを持って暮らせるよう取り組みます 

 

近年、多発する大規模な自然災害等に対応するための支援体制の確立、地域で生きがいを

持って暮らすための多様な場づくりや意識啓発に取り組みます。 

また、介護者も含めた認知症高齢者への総合的な支援や、権利擁護の推進に取り組み、だ

れもが尊厳のある暮らしを実現できる地域づくりにつなげます。 

 

（４）地域での暮らしを支える支援の充実 

だれもが住み慣れた地域で、可能な限り暮らすための支援を充実します 

 

在宅での暮らしを希望する方が多い中で、住み慣れた地域における高齢期の自立した暮ら

しを支えるための、多様なサービスを提供するとともに、介護離職ゼロの実現に向けた家族

介護者への支援や、適正な介護サービスの利用促進に取り組みます。 
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３ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築が求められている中で、本町においては、

本計画を地域包括ケア計画として位置づけるとともに、さらなる構築と充実に向けた取組を

進めていきます。 

 

（１）豊郷町の地域包括ケアシステム 

本町における地域包括ケアシステムは、次のような５つの枠組みで構成します。 

それぞれの枠組みごとの仕組みや機能等の整備を進め、基本理念「みんなが互いに支えあう

まち とよさと」の実現につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

①体制 

○地域包括ケアシステム構築に向けたマネジメント 

○地域包括支援センターの強化 

④介護 

○介護サービスの充実強化 

⑤医療 

○医療・介護の連携強化 

③生活支援 

○多様な担い手による生活

支援サービスの提供 

○認知症総合支援 

②介護予防 

○介護予防の推進 



17 

（２）地域包括ケアシステムを構成する機能・取組等の整備状況と今後の予定 

本町における地域包括ケアシステムを構成する５つの枠組みごとの機能・取組等の整備の時

期については、次のように想定しています。 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムを構成する 

仕組み・機能・取組 

整備時期 

～第７期 

（整備済） 

第８期 

（R3～5年度） 

第９期 

（R6～8年度） 

 

 

地域包括ケアシステム構築に向けたマネジメント 

地域包括ケアシステムの主な対象者数の把握 

※将来の高齢者人口（ひとり暮らし、認知症等） 
 ○  

地域包括ケアシステムのめざす将来像や方針、目標の

設定 
○   

地域包括ケアシステムのめざす将来像や方針、目標の

住民への周知 
 ○  

地域包括ケアシステムの構築の進捗状況を評価する組

織・仕組みの構築 
 ○  

地域包括支援センターの強化 

地域包括支援センターの設置 ○   

24 時間、365 日相談を受ける体制の整備 ○   

地域ケア会議の開催 ○   

地域のインフォーマルなサービスも含め介護保険・保

険外のサービスの把握・情報提供の実施 
○   

困難ケースについて議論する場の設置 ○   

 

 

介護予防の推進 

介護予防の場・サービスの整備（一般高齢者も利用可） ○   

住民主体の介護予防の場・サービスの整備（一般高齢者

も利用可） 
 ○  

介護予防対象者を網羅的に把握するための取組 ○   

「運動器機能向上」「栄養改善」「口腔機能向上」「閉じ

こもり予防」「認知機能低下抑制」「うつ予防」のすべて

に対する介護予防事業の実施 
  ○ 

健康づくりや介護予防に係るポイント制度の実施   ○ 

  

地域包括ケアシステムのあり方は、時代や社会状況の変化等によって、今後も必要に応じて検討・変

更していく必要があり、ここで示す内容は、あくまで現時点の想定です。 

また、地域包括ケアシステムを構成する仕組み・機能・取組について、整備時期を示していますが、こう

した機能等については整備後も適宜、強化・充実を検討していきます。 

①体制 

②介護予防 

○ ：豊郷町単独による整備 

広域：１市４町（彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町）等による整備 
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地域包括ケアシステムを構成する 

仕組み・機能・取組 

整備時期 

～第７期 

（整備済） 

第８期 

（R3～5年度） 

第９期 

（R6～8年度） 

 

 

多様な担い手による生活支援サービスの提供 

生活支援コーディネーターの配置 ○   

多様なサービス主体間の情報共有・連携強化の場とし

て協議体の設置 
○   

生活支援を担うボランティアの養成   ○ 

高齢者の移動支援（買い物、通院等）の取組 ○   

ひとり暮らし高齢者の見守り・声かけ等の取組 

（民生委員以外） 
  ○ 

認知症総合支援 

認知症初期集中支援チームの設置 広域   

認知症地域支援推進員の配置 広域・町   

認知症カフェの設置 ○   

認知症サポーター養成講座の学校・企業等での実施 ○   

市民後見人の養成  広域  

 

 

介護予防の推進 

地域密着型サービスの計画的整備   広域・町 

事業者の参入に対する独自支援策の実施   ○ 

介護人材の育成・確保に関する取組  広域  

 

 

医療・介護の連携強化 

医療・介護の関係者の参加によるネットワークの構築、

情報共有を行う協議会等の設置 
広域   

在宅医療連携拠点の設置 広域   

医療・介護の関係者、多職種による事例検討や合同研修

の実施 
広域   

在宅医療（退院後の生活や在宅での看取りなど）に関す

る地域住民への啓発活動 
広域・町   

  

③生活支援 

④介護 

⑤医療 

○ ：豊郷町単独による整備 

広域：１市４町（彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町）等による整備 
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４ 施策の体系 

本計画の基本理念と、その実現に向けた基本目標とこれに基づく施策について、次に体系

図として示します。 

 

基本 
理念 

 基本目標  施 策 

        

み
ん
な
が
互
い
に
支
え
あ
う
ま
ち 
と
よ
さ
と 

～ 

高
齢
に
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域
で
い
き
い
き
と
暮
ら
し
続
け
る
た
め
に 

～ 

 

１ 包括的な支援の仕組みづくり 

 １ 地域包括支援センターの機能強化 

  ２ 包括的な支援体制の充実 

  ３ 見守り・支えあい体制の構築 

       

 

２ 健康づくり・介護予防の推進 

 １ 高齢者の健康づくりおよび疾病予防の推進 

  ２ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 
（介護予防・日常生活支援総合事業の実施） 

  ３ 一般介護予防事業の推進 
（介護予防・日常生活支援総合事業の実施） 

       

 

３ 安心と生きがい、尊厳のある
暮らしの実現 

 １ 安全・安心な暮らしの実現 

  ２ 生きがいのある暮らしの実現 

  ３ 認知症への総合的支援 

    ４ 権利擁護の推進 
（成年後見制度利用促進基本計画） 

       

 

４ 地域での暮らしを支える支援
の充実 

 １ 自立支援・生活支援サービス 
（その他の高齢者一般施策） 

  ２ 安心な介護の実現 
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第４章 高齢者保健福祉計画 

基本目標１ 包括的な支援の仕組みづくり 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、地域における総合的な保健医療の向上および福祉の増進を図り、高齢者

を地域で支えるシステムを構築していく中核的な機関です。本町では、第１号被保険者数に応じて

必要な人材を配置しています。 
 

①地域包括支援センターの運営  

医療に従事する者、被保険者の代表、識見を有する者等によって構成された「豊郷町地域包

括支援センター運営協議会」により、引き続き事業の適切な運営と公平・中立性の確保を図り

ます。また、専門職や事務職の配置も含めた体制について検討し、必要に応じてその確保に取

り組みます。 

 

②関係機関、団体との連携  

事業所等の関係機関が参画する多職種協働会議の開催等により、地域包括ケアという考え方

の共有化と連携の促進に向けた取組を引き続き行っていきます。 

 

③地域との連絡調整体制の構築 

高齢者が住みよく、生きがいを持って自立した生活を送ることができるよう、保健福祉分野

だけでなく、教育・都市整備等の関係部局からなる会議などを通じ、全庁的な推進体制を整備

し、総合的な施策展開を図っていきます。 

また、住民の需要に対し総合的なサービスを供給できるよう、介護保険サービス事業者や地

域の関係機関・団体等との連絡調整体制を構築していきます。 

 

（２）包括的な支援体制の充実 

①総合相談支援事業の実施 

高齢者の心身の状況や生活実態等を幅広く把握し、相談を受け、生活状況や心身の状態など

を把握した上で、適切なサービスまたは制度の利用につなげる支援を行います。 

 

②地域ケア会議の推進 

地域ケア会議は、介護支援専門員、保健医療および福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員

その他の関係者、関係機関および関係団体により構成される会議のことです。 
 

包括的・継続的ケアマネジメントの効果的な実施のために、地域ケア会議を開催し、個別ケ

ースの検討から地域課題の解決検討までを図ります。  
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③在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生

の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するための支援を行うこ

とが必要とされています。在宅での看取りの実現や、在宅医療と介護サービスの一体的な提供

に向けて、関係者の連携に必要な下記項目の実施に努めます。 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題と抽出の対応策の検討 

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

（オ）在宅医療・介護関係者に関する相談支援 

（カ）医療・介護関係者の研修 

（キ）地域住民への普及啓発 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

 

④生活支援サービスの体制整備 

ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化

等を行う専任の「生活支援コーディネーター」の配置に努め、本計画期間中に今後の方向性を

整理します。 

また、地域の高齢者等が生活支援の担い手として活躍するための移動手段の確保等に向けて、

交通担当部局等との連携を図ります。 

 

⑤包括的・継続的ケアマネジメント支援事業の実施 

介護支援専門員の自己研鑽や情報収集の場として、定期的に介護支援専門員連絡会等を開催

し、ケアマネジャーの抱える困難ケースに関する相談に応じ、必要に応じて情報提供や助言を

行うことで町のケアマネジメント体制の向上を図ります。 

 

（３）見守り・支えあい体制の構築 

①地域共生型まちづくりの推進 

社会福祉法人やＮＰＯ（特定非営利活動法人）が実施主体となる豊郷町宅老所等整備運営費

補助金事業により、高齢者の同世代・異世代との交流を通した介護予防や心身の健康保持・増

進を図るとともに、防犯・防災対策を含む地域福祉ネットワークの構築、見守り体制・支えあ

いシステムの強化を図ります。 

 

②地域高齢者の支えあいの推進 

小さな町域であることをメリットと捉え、地域単位で可能な互助による支えあい、町全体の

社会資源の有効活用による支えあいを実現させるよう図っていきます。 

また、在宅介護・医療の連携等、広域調整による関係機関の連携が必要となる分野では、適

切に県・近隣市町との連携を図ります。  
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③地域リハビリテーションの推進 

地域リハビリテーションは、住み慣れた地域で、安心して生活ができるよう、保健・医療・福祉・

介護の関係機関や地域住民といった多様な主体が、リハビリテーションの立場から協力しあって

行うすべての活動のことです。 
 

だれもが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、住民や保健・医療・福祉・介護等の関

係機関が共通の理解のもと、有機的に連携するためのネットワークの構築に向けて、中核機関

である湖東地域リハビリ推進センターとの連携・協働により、地域リハビリテーションの推進

と支援体制の強化を図ります。 

 

④生活課題等の早期発見への取組 

生活課題を持つ高齢者等の早期発見に向けて、自治会、民生委員、老人クラブとの連携によ

り、情報を集約しながら取り組むとともに、高齢者等の総合相談窓口である地域包括支援セン

ターについて、周知・普及啓発を進めます。 

今後も、近隣の警察署や介護保険事業所も含めた多様な主体との連携を図り、防犯や認知症

高齢者が徘徊した際の早期発見も含めた、見守りネットワークの構築をめざしていきます。 

 

⑤地域の人材育成 

各地域の活動拠点の整理・整備を行いつつ、老人クラブにおける出前講座等、現状の活動を

継続実施していきます。 
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基本目標２ 健康づくり・介護予防の推進 

（１）高齢者の健康づくりおよび疾病予防の推進 

①健康教育の実施 

地域包括支援センターとの協働・連携を密にし、老人会等への出前講座を中心に、生活習慣

病の予防および介護を要する状態になることの予防、その他健康に関する事項について、正し

い知識の普及を図ります。また、適切な指導や支援を行うことによって、自らの健康を自らで

守る認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持・増進を図るとともに、実践につなげられる

機会を提供していきます。 

 

②自立支援健康増進事業「元気力アップ教室」の実施 

自立支援健康増進事業「元気力アップ教室」は、要介護認定を受けていない高齢者の方等を対象

に、リハビリテーション専門職による運動プログラムに基づく体力や筋力の維持向上に向けたト

レーニングや、栄養士等による栄養指導や相談等を実施しています。 
 

引き続き、高齢者が住み慣れた地域で、可能な限り自立した生活を送ることができるよう、

支援していきます。 

 

③健康手帳の交付の実施 

健康手帳は、医療や健康診査の記録をすることにより、健康管理と適切な医療を受けるための目安

となるよう、40 歳以上の希望者にがん検診、予防接種時などの機会に発行しています。 
 

利用者本人が生活習慣行動を確認し、自らの健康管理・健康増進に役立てられるよう、継続

して健康手帳の交付を行い、活用方法についての啓発を充実していきます。 

 

④各種検診の実施 

各種検診は、がん、心臓病、脳卒中等生活習慣病の早期発見と予防のために、健康診査、がん検診、

骨粗しょう症検診を実施しています。受診率の向上に向けて、がん検診・骨粗しょう症検診の受診

料の無料化、託児の実施や受診勧奨通知等を実施しています。 
 

新規受診者、若い世代の受診者増加のための周知・啓発とともに継続的な受診を促し、疾病

の早期発見・早期治療に結びつけます。また生活習慣改善により、発症予防・重症化予防につ

ながる支援の充実に努めます。広報や回覧で周知するとともに、より多くの方に受診していた

だくために、町のイベントなど様々な機会を利用して受診啓発に努めます。 
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⑤健康相談の実施 

健康相談は、家庭における健康管理に役立てることを目的に、40 歳以上の方およびその家族を対

象に実施しています。隣保館、豊栄のさと等身近な拠点において、保健師や栄養士が心身の健康に

関する個別の相談に応じています。 
 

引き続き、気軽にかつ幅広く相談できる体制づくりを進めていきます。 

 

⑥訪問指導の実施 

訪問指導は、疾病や要介護状態になる恐れのある、特に腎機能低下の可能性が高い方を中心に、健

康に関する課題を総合的に把握し、健康づくりや介護予防のために必要な指導を保健師等が訪問

し、実施します。 
 

健康の保持・増進、心身の機能低下防止について、必要時地域包括支援センターと連携し、

継続的な支援ができる体制づくりに取り組みます。 

 

⑦特定健診・特定保健指導の実施 

特定健診は、40 歳から 74 歳までの方を対象に実施する、メタボリックシンドロームに着目した

健診です。受診率の向上に向けて、受診料を無料化し、経済的負担の軽減を図っています。 

特定保健指導は、特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生

活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、保健師、栄養士等が生活習慣を見直すサポート

をしています。 
 

若い世代から継続して健診を受診するための健康意識の向上を図り、生活習慣病の発症予防、

重症化予防につながるよう支援の充実に努めます。 

 

指 標 単 位 
実 績 見込み 

R１ R２ R３ R４ R５ 

特定健診の受診率 ％ 43.4 25.0 55.0 58.0 60.0 

※R２値は実績見込み（新型コロナウイルス感染症の影響で一部健診が中止になっている） 

 

⑧高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施【新規】 

後期高齢者の保健事業として、国民健康保険と後期高齢者の保健事業の接続や、フレイル状態に着

目した疾病予防の取組（運動、口腔、栄養、社会参加等のアプローチ）が必要となっていることを

踏まえ、「後期になっても一生青春事業」を令和元年度から実施しています。 
 

高齢者の心身の多様な課題に対し、きめ細かな支援を実施するため、75歳以上高齢者に対

する保健事業を介護保険事業と一体的に実施し、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括し

て把握できるよう整備を行います。 

また、後期高齢者医療制度の理解やフレイル予防等、世代にあった健康づくりや知識の提供

を図るとともに、必要な方を必要な場につなぎ、健康状態に応じた健康管理の取組ができるよ

う支援していきます。  
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（２）介護予防・生活支援サービス事業の推進（介護予防・日常生活支援総合事業の実施） 

①訪問型サービスの実施 

（総合事業における）訪問型サービスは、介護予防・日常生活支援総合事業対象者に従来の介護予

防訪問介護に相当するサービスを実施します。 
 

介護予防・日常生活支援総合事業の枠組みにおける訪問型サービスとして実施します。 

 

②通所型サービスの実施 

（総合事業における）通所型サービスは、介護予防・日常生活支援総合事業対象者に従来の介護予

防通所介護に相当するサービスを実施します。 
 

介護予防・日常生活支援総合事業の枠組みにおける通所型サービスとして実施します。 

 

③介護予防ケアマネジメント事業の実施 

介護予防ケアマネジメント事業は、介護予防・日常生活支援総合事業対象者に、地域包括支援セン

ターでケアプランを作成しています。 
 

介護予防・日常生活支援総合事業の効果の評価（アセスメント）を実施し、高齢者が要介護

状態になることの予防や要介護状態の軽減および悪化防止のためのマネジメントを行います。 

 

 

（３）一般介護予防事業の推進（介護予防・日常生活支援総合事業の実施） 

①介護予防把握事業の実施 

介護予防把握事業は、前期高齢者の自己診断ツールとして基本チェックリストと認知症チェック

リストを配布しています。回答者には、回答状況に応じて、健康増進や困りごとに応じた資料、教

室の案内、生きがいデイサービスの利用案内を行っています。 
 

地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、転倒や閉じこもり等の何らかの支援を要

する者を把握し、介護予防活動へつなげるとともに対象者把握に努めます。 

 

②介護予防普及啓発事業の実施 

介護予防普及啓発事業は、湖東地域リハビリ推進センターと協働で、老人クラブ等が行っている字

の集まりに出向き、豊郷健幸のばし体操や熱中症予防、人生会議などの周知や脳卒中予防啓発も行

っています。 
 

すべての高齢者を対象に、介護予防の知識の普及啓発を目的に健康教育や講演会等を実施し、

地域における団体等と連携しながら、健康の保持増進を進めていきます。 
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③一般介護予防事業評価事業の実施 

一般介護予防事業評価事業は、介護保険事業計画に定める目標値の達成状況の検証等、一般介護予

防事業の事業評価を実施します。 
 

ＰＤＣＡサイクルを通じた評価・検証を行い、より効果的な事業実施を推進します。 

 

④地域リハビリテーション活動支援事業の実施 

一般介護予防事業評価事業は、地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、

地域ケア会議、サービス担当者会議、住民主体の通いの場などにリハビリ専門職等が関わり、地域

の介護予防の取組を支援するものです。 
 

関与するリハビリ専門職の確保に努め、１市４町（彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀

町）での実施を検討します。 

 

指 標 単 位 
実 績 見込み 

R１ R２ R３ R４ R５ 

訪問リハビリテーションの利用率 

※要介護認定者における利用率 
％ 2.62 3.89 3.83 3.79 3.94 

通所リハビリテーションの利用率 

※要介護認定者における利用率 
％ 6.54 9.07 7.91 7.83 8.13 

※R２値は実績見込み 
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基本目標３ 安心と生きがい、尊厳のある暮らしの実現 

（１）安全・安心な暮らしの実現 

①緊急通報体制整備事業（豊郷町緊急通報システム）の実施 

緊急通報体制整備事業は、65 歳以上のひとり暮らし高齢者世帯などへの緊急事態の対応と、不安

解消を図るため、受信センターを設置し、通報機器（端末機・ペンダント）を貸与しています。 

現在、事業委託（大阪ガスセキュリティサービス）により実施しています。 
 

今後も、高齢者の増加に伴うサービス利用者の増加が想定されることから、継続実施し、よ

り質の高いサービス、システムの有効活用をめざして登録状況の更新等作業を進めます。 

 

②避難行動要支援者対策事業の実施 

避難行動要支援者対策事業は、災害時等に自力で避難することが困難な方々を名簿登録し、非常時

には地域の援護を受け、迅速な避難活動・救援活動のもとに生命の安全を図るとともに安否確認を

含めた危機対応が行えるように、また平常時には地域をはじめ行政、消防、社会福祉協議会、民生

委員等による見守り活動に資する資料として活用していきます。 

対象者は 

・要介護３以上の認定を受けている方 

・身体障害者手帳１級または２級の方 

・聴覚・視覚障害の程度が３級または４級の方 

・療育手帳がＡ判定の方 

・精神障害者保健福祉手帳１級または２級の方 

・生活支援を受けている難病患者 
 

高齢者の災害時等の安心・安全確保のため、継続実施するとともに、状況を把握するための

情報内容の更新を進めます。 

 

③災害時における支援体制の確立 

避難行動要支援者名簿を基に、避難誘導体制の整備を進めるとともに、寝たきりの高齢者な

ど、通常の避難所での生活が困難な方が安心して避難生活ができるよう、福祉避難所の指定・

整備を進めます。併せて、町防災の取組と密接に連携を図り、万一の場合に適切に対応できる

よう準備を進めていきます。 

 

④在宅高齢者見守り活動実施事業（補助金の交付） 

避難行動要支援者名簿に登録している高齢者の社会的孤立を予防し、福祉の増進および安全

確保を図るために自治会が実施する見守り活動事業に要する経費に対し、予算の範囲内におい

て補助金を交付しています。 
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⑤感染症に備えた取組【新規】 

新型コロナウイルス感染症の流行等を踏まえ、基本的な感染症対策として、「手洗い・手指

消毒用アルコールによる消毒等」や「マスクの着用を含む咳エチケット」の実施等、感染対策

マニュアル等に基づいた取組について啓発を行います。 

また、マスクやフェイスシールド等の衛生用品の在庫状況の確認や備蓄・確保に努め、管内

社会福祉施設等で感染が発生した場合は、各施設の衛生用品の必要数や備蓄状況の情報収集を

行い、不足があれば迅速に供給できる体制を整備します。 

 

 

（２）生きがいのある暮らしの実現 

①生きがいづくりへの取組 

生きがいづくりへの取組は、次の通りです。 

・老人クラブ活動への指導・援助 

・滋賀県レイカディア大学への受講促進 

・いきがい協働センター、シルバー人材センターの協力・支援の実施 

・多様な形態の就労やボランティアなど社会貢献の機会・場の拡充 

・外出を促進するよう、「外出支援サービス事業（すまいるたうんばす）」の実施 
 

目まぐるしく変化する社会情勢に対応しつつ、高齢者が長年培ってきた知識や経験、技能、

人脈等を積極的に活かし、いきいきと充実し潤いのある生活を送ることができるよう、自らの

意思に沿って、自己実現・社会参加をめざす意識の向上を図るための環境整備、情報の発信に

努めていきます。 

 

②生きがい活動支援通所事業（生きがいデイサービス）の実施 

生きがい活動支援通所事業は、心身が虚弱で閉じこもりがちな高齢者に、自立した生きがいの持て

る生活が送れるよう、生きがいデイサービスセンターにおいて食事・入浴・生きがい活動・介護予

防事業等の様々なサービスを提供しています。 

現在、社会福祉協議会への委託により、１回 600 円の利用料で実施しています。 
 

介護予防の重要性を認識し、心身ともに健康を維持した生活が送れるよう、今後も事業の展

開を図ります。 

 

③社会参加の意識づけ 

高齢者の社会参加意識を高めるとともに、活動する場をつくっていくために、ボランティア

の養成、ＮＰＯ・自主活動団体等の育成、社会資源の活用、協働地域福祉ネットワークの構築

等により、地域活動を支える支援施策・体制整備を図ります。 
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④生涯学習や啓発活動への意識づけ 

今後、一層の生涯学習や啓発活動への意識づけを行うためにも、社会教育課や関係団体など

と連携し、高齢者が興味を持ちやすく、自主的な参加を促せるような学習の場・企画の検討を

行い、次のような方向性で施策を推進していきます。 
 

○仲間づくり・自立意識に主眼を置いた、継続して楽しめる内容 

○意欲を持って取り組める、生きがい活動との連動性 

○気軽に参加しやすい場所やライフスタイルなどに配慮（費用負担含む） 

○既成概念にとらわれない多彩なメニュー 

○有効な広報啓発活動 

 

 

（３）認知症への総合的支援 

認知症への総合的支援として、次のような取組を実施しています。 

・公益財団法人豊郷病院と愛犬４町による認知症初期集中支援チームオレンジファイブの運営 

・認知症キャラバン・メイト養成講座、スキルアップ研修の実施 

・老人クラブへの出前講座の実施 

・認知症サポーターの養成講座の実施 
 

①認知症高齢者および介護者への支援 

認知症になってからも住み慣れた地域で安心して生活できるよう、権利擁護のための「成年

後見制度利用支援事業」の推進や、認知症に関する理解を広く町民に周知し、地域で認知症の

高齢者を支える「認知症高齢者見守り事業」の推進などを通じて、認知症の人や家族が住みや

すい地域づくりを進めていきます。 

 

②認知症施策の推進 

認知症になっても安心して暮らし続けられるよう、認知症専門医と専門知識を持つ看護師、

社会福祉士、介護福祉士等で構成された支援チームにより、認知症の方（疑いのある方）やそ

の家族を訪問し相談に応じます。 

 

 

（４）権利擁護の推進 

①高齢者の虐待防止 

民生委員や地域住民、病院、警察、介護事業所等の関係機関との連携を一層強化すると同時

に、介護支援専門員連絡会においては日頃の課題を協議し、事例検討などの研修を通し利用者

の立場に立った適切なサービス提供ができるよう支援していきます。 
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②権利擁護事業の実施（成年後見制度利用促進基本計画） 

彦愛犬権利擁護サポートセンターを中核機関とし、成年後見制度の利用促進を図るため、以

下の内容に取り組みます。 

 

○権利擁護に関する知識や理解の普及啓発 

○成年後見制度利用についての相談機会の充実 

○家庭裁判所が適切な後見人を選任できるよう、受任者調整等の支援 

○地域福祉権利擁護事業から成年後見制度への移行が望ましい方に、豊郷町社会福祉協議会や関係機

関と連携し円滑な移行の推進 

○成年後見人が相談できる支援体制の整備 

○その他、本町では成年後見町長申立や成年後見人報酬助成の実施 
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基本目標４ 地域での暮らしを支える支援の充実 

（１）自立支援・生活支援サービス（その他の高齢者一般施策） 

①外出支援サービス事業の実施（すまいるたうんばす・デマンド車・あいのりタクシー） 

すまいるたうんばすは、概ね 65 歳以上の高齢者などを対象に、利用ニーズの高い町内医療機関や

大型商業施設などへの移動支援を重点とした４つの運行ルートを設定し、ワゴン車（Ａ車、Ｂ車の

２台）を町内巡回させることで外出の負担軽減と利便性の向上を図っています。 

デマンド車は、医療機関からの帰宅時のバス待ち時間の解消支援としてデマンド形式による車両

運行を実施しています。 

あいのりタクシーは、一般のタクシー車両を使用しますが、路線バスと同じように運行時刻やルー

トが設定され、予約があった場合のみ運行する“小型バス”のようなものです。 
 

外出支援サービスの活用状況を精査し、必要な稼働規模等を含め、利便性の高い効果的な運

行をめざして検討を行います。また、地域の老人会等に出向き、外出支援サービスの周知と利

用促進の取組を行います。 

 

②生活管理指導員派遣事業の実施（ホームヘルプ・軽度生活支援） 

生活管理指導員派遣事業は、介護給付の対象とならない虚弱な高齢者等に、日常生活に対する必要

な支援・指導を提供するための生活管理指導員を派遣し、日常生活や家事などに関する支援・指導

を行い、関係機関との連絡調整を図っています。 
 

利用発生に備え、一定の事業予算を確保・継続するよう努めます。 

 

③高齢者住宅小規模改造助成事業の実施 

高齢者住宅小規模改造助成事業は、要介護高齢者が在宅で自立心を持って生活できる住環境を整

備するため、日常動作能力の低下した高齢者の入浴・排せつ・移動等を容易にするための住宅改造

に必要な経費を助成し、寝たきりの予防、生活の助長、家族介護の軽減を図っています。 

・「障害老人の日常生活自立度判定基準」のランクＡ・Ｂ・Ｃに該当する方。 

・工事に要する経費と基準額 50 万円のどちらか低い額の１／２を補助（所得制限あり）。 
 

継続実施し、住宅改造の際には有効な改修となるよう、相談機能の強化を図ります。 

 

④紙おむつの支給事業の実施 

紙おむつの支給事業は、在宅高齢者等で、要介護４以上の方や要介護３で認知症により失禁状態で

紙おむつを必要とする場合に支給します。 

・現物給付で月 5000 円分程度。（２か月分ずつを支給） 
 

対象者の規定の検証等を行いながら、事業の継続実施を図ります。 
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⑤生活支援ハウス運営事業の実施（生活支援ハウスハートフル） 

生活支援ハウス運営事業は、高齢者に対し、介護支援機能・居住機能および交流機能を総合的に持

つ居室を一定期間（６か月以内）提供することによって、安心して健康で明るい生活が送れるよう

支援し、高齢者の福祉を増進しています。 

・概ね 60 歳以上のひとり暮らしおよび高齢者世帯などの方で入居が必要と認められる高齢者（生

活自立者）を入所。 

・「生活支援ハウスハートフル」は多賀町にあり、利用定員は３人。 

・利用負担金徴収条例に基づき利用者負担金（月額 5 万円を限度）を徴収。 

・管理費（光熱水費など）12,000 円（月額）および食費などは個人負担。 

・犬上郡３町で設置運営（社会福祉法人湖東会へ委託）。 

 

指 標 単 位 
実 績 見込み 

R１ R２ R３ R４ R５ 

生活支援ハウス実利用人数 人 ０ １ １ １ １ 

※R２値は実績見込み 

 

⑥敬老祝賀事業の実施（長寿祝金等の支給） 

敬老祝賀事業は、多年にわたって社会を支えてきた高齢者に対し、敬老の意を表し長寿祝金を支給

しています。 

・満 88 歳：10,000 円、満 100 歳：100,000 円 
 

敬老の意を表する事業として継続実施するとともに、対象範囲の検討を進めて事業方針の整

理を図ります。 

 

⑦在宅高齢者給食サービス事業補助事業の実施 

在宅高齢者給食サービス事業補助事業は、自治会および単位老人クラブが、在宅の高齢者等の社会

的孤立感の解消や見守り、配食支援などを目的に、公民館などで実施する給食サービス事業（お食

事会）に要する経費（食材費）について、補助金を交付しています。 
 

老人クラブ活動による会議や各事業等への賄いと混同されがちな要素もあり、より明確な補

助制度・施策へと充実を図りながら継続実施します。 

 

⑧宅老所等整備運営費補助事業の実施 

宅老所等整備運営費補助事業は、高齢者等が同世代や異世代との交流による介護予防や、心身の健

康保持・増進を図ることを目的として宅老所などの整備運営事業を行う者に対し、補助金を交付し

ています。 

・社会福祉法人、医療法人、農業協同組合、ＮＰＯで事業の継続性が認められる者。 
 

地域やＮＰＯ法人などによる住民参加の自主的な運営に基づく身近な居場所や交流場所の

確保を図るため、本補助金の活用による施設整備を進めます。 
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（２）安心な介護の実現 

①介護保険サービスの基盤整備【新規】 

介護が必要になっても住み慣れた地域での暮らしを実現するため、また、介護者の負担軽減・

就労継続支援の観点から、中長期的な視点で高齢者人口や認定者数を見込み、必要な居宅サー

ビスの提供体制の確保に努めるとともに、地域のニーズに応じた計画的な施設サービスの供給

等について検討していきます。 

 

②介護人材の確保【新規】 

高齢化が進む中で、今後も増加することが想定される介護ニーズに対応し、質の高いサービ

スを安定的に供給するため、県や町内事業所等と連携し、介護現場の負担軽減等の取組や介護

現場革新に向けた周知広報を進め、介護現場のイメージ刷新に努めるとともに、元気高齢者も

含めた多様な人材の参入促進に努めます。 

 

③介護離職防止の推進【新規】 

社会的な問題となっている介護離職の防止に向けて、労働担当部局等と連携した職場環境の

改善に関する普及啓発等の取組を進めます。 

 

④介護給付費適正化事業の実施 

介護給付費適正化事業は、介護（予防）給付について、不要な介護サービスが提供されていないか

の検証、介護保険制度の趣旨の徹底や必要な情報の提供、適切なサービスを提供できる環境の整備

を行い、介護給付等に要する費用の適正化を図っていくものです。 

＜介護給付適正化の主要５事業＞ 

要介護認定調査の適正化／ケアプランのチェック／住宅改修などの適正化／医療情報との突合／ 

介護給付通知 
 

利用者本人または家族に対して、サービスの請求状況および費用等について通知を実施する

とともに、介護給付適正化の主要５事業についても、介護支援専門員の資格を有する等、ノウ

ハウを持った職員と連携し、継続的な点検を実施していきます。 

 

指 標 単 位 
実 績 見込み 

R１ R２ R３ R４ R５ 

介護給付適正化事業の実施事業数 

（主要５事業のうち） 
事業 ４ ４ ５ ５ ５ 

介護給付等費用適正化事業における

ケアプラン点検数 
件 49 41 50 50 50 

※R２値は実績見込み 
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第５章 介護保険事業計画 

１ 介護保険料の計算の流れ 

介護保険料は、地域包括ケア「見える化」システムを活用し（将来人口の推計を除く）、次

のような流れで算出しています。 

 

 

  

施設・居住系の 

整備見込み 

性別・年齢別・要介護度

別認定者率 

第８期の介護保険料 

調整交付金交付割合 

第１号被保険者負担割合 所得段階・負担割合の設定 

財政安定化基金拠出関係 準備基金取り崩し 

保険料収納率 

市町村特別給付費等 保険者機能強化推進交付金等 

 

将来人口の推計 将来高齢者人口の推計 

将来認定者数の推計 

 

各在宅サービスの 

利用率・利用回数等 

各在宅サービスの 

利用者数・利用量の推計 

第８期の費用額の推計 

介護保険各サービスの 

給付費の推計 

審査手数料・ 

地域支援事業費等の推計 

施設・居住系サービスの 

利用者数の推計 

在宅サービスの 

対象者数の推計 

サービス別利用者数（利用量）の推計 

高額介護サービス費等 

その他給付費の推計 
＋ ＋ 

サービス別 

給付費単価の設定 

財政影響額等 

第８期介護報酬単価改定 
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２ 日常生活圏域の設定 

地域包括ケアシステムの構築単位として想定されている「日常生活圏域」は、高齢者が住み

慣れた地域で生活を継続しながら、きめ細かく多様なサービスが受けられるよう、地理的条

件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護サービスの提供するための施設の整備状況など

を総合的に勘案して定める区域のことです。 

本町においては地理的条件、人口、交通、その他の社会的条件、施設の整備の状況等を総合

的に勘案して第７期の計画に引き続き、１圏域とします。 

３ 人口・認定者数の推計 

（１）人口推計 

本町の総人口は今後も緩やかに減少し、令和２年度の 7,348 人から、令和７年度に 7,311

人、令和 22年度には 6,921 人となることが見込まれます。 

40～64 歳（第２号被保険者）についても緩やかに減少し、令和２年度の 2,356 人から、

令和 22 年度には 2,025 人となる見込みです。 

65 歳以上の高齢者（第１号被保険者）人口は、総人口と比べてより緩やかに減少する見込

みのため、高齢化率については今後も増加し、令和 22 年度には 29.2％となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,091 3,089 3,035 3,030 3,009 2,991 2,958 2,923 2,909 2,877 

2,324 2,337 2,356 2,337 2,329 2,330 2,343 2,351 2,263 2,025 

1,006 997 1,017 1,060 1,040 987 911 799 768 952 

919 934 940 919 962 1,027 1,099 1,157 1,159 1,067 

7,340 7,357 7,348 7,346 7,340 7,335 7,311 7,230 7,099 6,921 

26.2% 26.2% 26.6% 26.9% 27.3% 27.5% 27.5% 27.1% 27.1%

29.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%
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25.0%

30.0%

35.0%

0 人

2,000 人

4,000 人

6,000 人

8,000 人

10,000 人

12,000 人

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

第７期 第８期 第９期 第11期 第12期 第14期

0～39歳 40～64歳 前期高齢者 後期高齢者 高齢化率

実 績 推 計

■ 将来人口と高齢化率 

※住民基本台帳（各年度 10月 1日）データを用いて、コーホート変化率法により推計 
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65 歳以上の高齢者（第１号被保険者）についてみると、令和２年度の 1,957 人から、令

和５年度頃まで増加し、以降減少に転じるものの、令和 22 年度頃には再び増加に転じ 2,019

人となる見込みです。 

75 歳以上の後期高齢者については、令和２年度の 940 人から、令和 17 年度頃まで増加

し、以降減少に転じ、令和 22 年度には 1,067人となる見込みです。 

なお、とりわけ介護需要に結びつきやすい 85 歳以上の高齢者については、令和２年度の

343 人から、令和７年度頃にかけて減少するものの、以降は増加に転じ、令和 22 年度には

440 人となる見込みです。 

  

第９期 第11期 第12期 第14期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

7,340 7,357 7,348 7,346 7,340 7,335 7,311 7,230 7,099 6,921

1,115 1,113 1,085 1,085 1,066 1,053 993 909 902 875

1,976 1,976 1,950 1,945 1,943 1,938 1,965 2,014 2,007 2,002

2,324 2,337 2,356 2,337 2,329 2,330 2,343 2,351 2,263 2,025

1,925 1,931 1,957 1,979 2,002 2,014 2,010 1,956 1,927 2,019

1,006 997 1,017 1,060 1,040 987 911 799 768 952

65～69歳 550 499 476 476 467 469 455 364 420 552

70～74歳 456 498 541 584 573 518 456 435 348 400

919 934 940 919 962 1,027 1,099 1,157 1,159 1,067

75～79歳 363 376 371 342 367 415 491 417 395 316

80～84歳 229 222 226 236 255 285 290 390 325 311

85～89歳 194 194 206 190 183 166 159 206 280 232

90歳以上 133 142 137 151 157 161 159 144 159 208

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

15.2% 15.1% 14.8% 14.8% 14.5% 14.4% 13.6% 12.6% 12.7% 12.6%

26.9% 26.9% 26.5% 26.5% 26.5% 26.4% 26.9% 27.9% 28.3% 28.9%

31.7% 31.8% 32.1% 31.8% 31.7% 31.8% 32.0% 32.5% 31.9% 29.3%

26.2% 26.2% 26.6% 26.9% 27.3% 27.5% 27.5% 27.1% 27.1% 29.2%

13.7% 13.6% 13.8% 14.4% 14.2% 13.5% 12.5% 11.1% 10.8% 13.8%

65～69歳 7.5% 6.8% 6.5% 6.5% 6.4% 6.4% 6.2% 5.0% 5.9% 8.0%

70～74歳 6.2% 6.8% 7.4% 7.9% 7.8% 7.1% 6.2% 6.0% 4.9% 5.8%

12.5% 12.7% 12.8% 12.5% 13.1% 14.0% 15.0% 16.0% 16.3% 15.4%

75～79歳 4.9% 5.1% 5.0% 4.7% 5.0% 5.7% 6.7% 5.8% 5.6% 4.6%

80～84歳 3.1% 3.0% 3.1% 3.2% 3.5% 3.9% 4.0% 5.4% 4.6% 4.5%

85～89歳 2.6% 2.6% 2.8% 2.6% 2.5% 2.3% 2.2% 2.8% 3.9% 3.4%

90歳以上 1.8% 1.9% 1.9% 2.1% 2.1% 2.2% 2.2% 2.0% 2.2% 3.0%

総　数

 0～14歳

15～39歳

40～64歳

65歳以上

65～74歳

75歳以上

40～64歳

65歳以上

65～74歳

75歳以上

単位：人

総　数

 0～14歳

15～39歳

第８期第７期

※住民基本台帳（各年度 10月 1日）データを用いて、コーホート変化率法により推計 
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（２）認定者数の推計 

認定者数については令和２年度の 386人から、令和 17 年度頃にかけて増加し、以降は減

少に転じ、令和 22 年度には 460 人となる見込みです。 

認定率についても、令和２年度の 19.7％から、令和 17 年度頃にかけて増加し、以降は減

少に転じ、令和 22 年度には 22.8％となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

379 382 386 392 396
406 412
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466 460

19.7% 19.8% 19.7% 19.8% 19.8% 20.2% 20.5%
22.2%

24.2%
22.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0 人

100 人

200 人

300 人

400 人

500 人

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

第７期 第８期 第９期 第11期 第12期 第14期

認定者数 認定率

現 況 推 計

※介護保険事業状況報告（各年 9月末現在）データを用いた地域包括ケア「見える化」システムによる自然体推計 

※認定率は第１号被保険者数に対する比率 

■ 認定者数と認定率 

第９期 第11期 第12期 第14期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

1,925 1,931 1,957 1,979 2,002 2,014 2,010 1,956 1,927 2,019

379 382 386 392 396 406 412 435 466 460

24 31 37 38 38 40 41 43 44 42

31 33 39 39 41 42 44 48 48 46

63 61 59 60 60 62 62 69 73 70

83 79 80 83 82 84 84 89 93 94

76 73 70 71 71 75 76 77 83 84

66 64 65 65 67 67 68 69 80 78

36 41 36 36 37 36 37 40 45 46

19.7% 19.8% 19.7% 19.8% 19.8% 20.2% 20.5% 22.2% 24.2% 22.8%

要介護３

要介護４

要介護５

認定率

第１号被保険者数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

第７期 第８期

認定者数

単位：人
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４ 介護保険サービスの量の見込み 

 

 

 

 

（１）予防給付利用量の見込み 

今後３年間、要支援の認定者数については、大きな増減がない見込みであることから、予防

給付の利用量についても、概ね現状の利用状況が継続することを想定しています。 

※「介護予防通所リハビリテーション」の令和２年度値については、特定の月に月遅れ請求等があった影響によ

り、実績が過大となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第９期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（１）介護予防サービス

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 8.7 9.9 13.2 15.4 15.4 15.4 18.7

人数（人） 2 4 4 5 5 5 6

回数（回） 14.7 22.5 45.6 45.6 45.6 45.6 45.6

人数（人） 1 2 3 3 3 3 3

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 0 0 0 1 1 1 1

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 2 2 7 3 3 3 3

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 11 13 16 16 17 17 18

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 1 0 0 1 1 1 1

介護予防住宅改修 人数（人） 1 0 0 1 1 1 1

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0 1 1 1 1

（２）地域密着型介護予防サービス

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 人数（人） 16 19 23 23 24 24 26

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護
（老健）

介護予防短期入所療養介護
（病院等）

介護予防短期入所療養介護
（介護医療院）

介護予防認知症対応型通所介護

予防給付
第７期 第８期

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者

数 

○平成 30年度、令和元年度、令和２年度値は介護保険事業状況報告に基づいて地域包括ケア「見える化」シス

テムに自動入力された実績値。なお、令和２年度値については９月末までの月報値をベースに季節変動等を見

込んで算出された数値であり、実際の値とは異なる場合があります。 

○令和３年度以降は地域包括ケア「見える化」システムを用いた推計値となります。 



39 

（２）介護給付利用量の見込み 

後期高齢者の増加に伴い、今後要介護認定者の増加が見込まれていることを踏まえ、介護給

付の利用量は、今後やや増加していくことを想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（１）居宅サービス

回数（回） 1,309.5 1,096.0 1,029.2 1,039.6 1,029.2 1,085.6 1,096.9

人数（人） 59 52 52 53 52 55 55

回数（回） 18.3 25.0 27.6 27.6 27.6 27.6 27.6

人数（人） 4 5 5 5 5 5 5

回数（回） 134.8 143.3 115.7 115.7 115.7 120.3 120.3

人数（人） 29 27 30 30 30 31 31

回数（回） 75.9 84.8 120.5 120.5 120.5 130.2 130.2

人数（人） 7 8 12 12 12 13 13

居宅療養管理指導 人数（人） 6 8 9 9 9 9 9

回数（回） 1,214.2 1,185.7 1,112.0 1,278.0 1,290.3 1,311.0 1,322.7

人数（人） 108 104 106 111 112 114 115

回数（回） 180.7 169.9 195.5 201.9 201.9 216.8 216.8

人数（人） 24 23 28 28 28 30 30

日数（日） 234.1 205.0 209.3 209.3 209.3 219.8 219.8

人数（人） 26 24 22 22 22 23 23

日数（日） 47.8 34.3 23.2 23.2 23.2 23.2 23.2

人数（人） 7 5 5 5 5 5 5

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 人数（人） 136 134 132 134 136 139 140

特定福祉用具購入費 人数（人） 2 2 2 3 3 3 3

住宅改修費 人数（人） 2 2 1 3 3 3 3

特定施設入居者生活介護 人数（人） 3 4 7 7 7 7 7

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 175.5 144.3 89.5 89.5 89.5 89.5 89.5

人数（人） 15 13 8 8 8 8 8

回数（回） 101.3 85.9 60.4 96.1 96.1 96.1 96.1

人数（人） 6 6 4 5 5 5 5

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 2 2 2 2 2 2 2

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 6 6 7 7 7 7 7

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 53 58 58 59 59 60 61

介護老人保健施設 人数（人） 18 19 19 19 19 19 20

介護医療院 人数（人） 0 2 2 2 2 2 2

介護療養型医療施設 人数（人） 5 0 0 0 0 0

（４）居宅介護支援 人数（人） 192 180 186 190 192 196 197

介護予防短期入所療養介護
（介護医療院）

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護
（老健）

短期入所療養介護
（病院等）

介護給付
第７期 第８期

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

※回（日）数は１月あたりの数、人数は１月あたりの利用者数 
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５ 総給付費の推計 

 

 

 

 

（１）総給付費の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）予防給付費の見込みの内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（１）介護予防サービス 3,259 3,110 7,236 6,532 6,571 6,571 6,881

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護 580 765 1,086 1,196 1,197 1,197 1,470

介護予防訪問リハビリテーション 494 781 1,543 1,553 1,553 1,553 1,553

介護予防居宅療養管理指導 0 0 0 130 130 130 130

介護予防通所リハビリテーション 664 856 3,947 1,124 1,125 1,125 1,125

介護予防短期入所生活介護 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 493 509 660 660 696 696 733

特定介護予防福祉用具購入費 115 34 0 274 274 274 274

介護予防住宅改修 913 165 0 910 910 910 910

介護予防特定施設入居者生活介護 0 0 0 685 686 686 686

（２）地域密着型介護予防サービス 0 0 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 845 1,036 1,207 1,215 1,268 1,268 1,374

合　計 4,104 4,146 8,443 7,747 7,839 7,839 8,255

予防給付
（単位：千円）

第７期 第８期

第９期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

予防給付費 4,104 4,146 8,443 7,747 7,839 7,839 8,255

介護給付費 580,947 575,605 570,945 602,710 605,779 615,482 624,417

総給付費 585,050 579,751 579,388 610,457 613,618 623,321 632,672

単位：千円

第７期 第８期

○平成 30年度、令和元年度、令和２年度値は介護保険事業状況報告に基づいて地域包括ケア「見える化」シス

テムに自動入力された実績値。なお、令和２年度値については９月末までの月報値をベースに季節変動等を

見込んで算出された数値であり、実際の値とは異なる場合があります。 

○令和３年度以降は地域包括ケア「見える化」システムを用いた推計値となります。 

※年度間累計の金額 

※四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります 

※年度間累計の金額 

※四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります 
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（３）介護給付費の見込みの内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（１）居宅サービス 253,823 242,790 241,822 263,186 265,629 271,506 273,937

訪問介護 44,780 37,001 37,085 37,738 37,334 39,467 39,791

訪問入浴介護 2,648 3,680 4,192 4,217 4,220 4,220 4,220

訪問看護 11,104 12,376 10,193 10,255 10,261 10,680 10,680

訪問リハビリテーション 2,723 3,125 4,392 4,419 4,422 4,780 4,780

居宅療養管理指導 711 849 950 956 957 957 957

通所介護 118,818 115,582 107,918 126,144 128,225 129,085 130,860

通所リハビリテーション 14,385 13,019 13,728 14,319 14,327 15,344 15,344

短期入所生活介護 23,324 21,473 21,851 21,985 21,997 23,055 23,055

短期入所療養介護（老健） 6,147 4,563 3,210 3,230 3,231 3,231 3,231

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 0 0

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 21,643 21,969 22,429 22,615 23,339 23,371 23,703

特定福祉用具購入費 427 511 297 756 756 756 756

住宅改修費 1,477 1,188 1,132 2,017 2,017 2,017 2,017

特定施設入居者生活介護 5,637 7,453 14,446 14,535 14,543 14,543 14,543

（２）地域密着型サービス 56,291 49,749 45,093 49,969 49,997 49,997 49,997

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 0 0 0

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 18,604 15,743 10,090 10,152 10,158 10,158 10,158

認知症対応型通所介護 12,571 10,785 7,536 12,181 12,188 12,188 12,188

小規模多機能型居宅介護 6,586 6,630 6,692 6,733 6,736 6,736 6,736

認知症対応型共同生活介護 18,530 16,591 20,775 20,903 20,915 20,915 20,915

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0 0

（３）施設サービス 237,884 251,218 252,049 256,752 256,896 260,064 266,364

介護老人福祉施設 158,206 179,298 180,298 184,561 184,664 187,832 190,822

介護老人保健施設 57,757 61,595 63,369 63,758 63,794 63,794 67,104

介護医療院 0 9,570 8,382 8,433 8,438 8,438 8,438

介護療養型医療施設 21,921 755 0 0 0 0

（４）居宅介護支援 32,949 31,848 31,981 32,803 33,257 33,915 34,119

合　計 580,947 575,605 570,945 602,710 605,779 615,482 624,417

介護給付
（単位：千円）

第７期 第８期

※年度間累計の金額 

※四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります 
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６ 標準給付費等の見込み 

（１）標準給付費 

総給付費や特定入所者介護サービス費等給付額等を含む標準給付費については、第８期（令

和３年度～令和５年度）は約 19 億 6,700 万円を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

610,457,000 613,618,000 623,321,000 632,672,000

25,037,550 23,408,216 24,005,198 24,351,912

特定入所者介護サービス費等給付額【B’】 28,761,017 29,054,497 29,788,196 30,228,416

特定入所者介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額【B”】 3,723,467 5,646,281 5,782,998 5,876,504

13,535,803 13,644,627 13,989,189 14,195,925

高額介護サービス費等給付額【C’】 13,593,803 13,732,515 14,079,296 14,287,364

高額介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額【C”】 58,000 87,888 90,107 91,439

1,167,525 1,198,089 1,237,821 1,234,765

618,745 634,892 655,997 654,322

650,816,623 652,503,824 663,209,205 673,108,924

（単位：円）
第８期

総給付費【A】

特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）【B（B’-B”）】

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）【C（C’-C”）】

高額医療合算介護サービス費等給付額【D】

算定対象審査支払手数料【E】

標準給付費見込額
（A+B+C+D+E） 1,966,529,652

◇「特定入所者介護サービス費」は、所得の低い方が介護保険施設に入所する場合に、食費や居住費の負担を軽減するため

に支給されるもの（※財政影響額は給付額の減額調整額） 

◇「高額介護サービス費等給付額」は、１か月に受けた介護保険サービスの利用者負担の合計が上限額を超えた場合、その

超えた分が高額介護サービス費として支給されるもの（※財政影響額は給付額の減額調整額） 

◇「高額医療合算介護サービス費等給付額」は、１年間に医療保険と介護保険の両方のサービスを利用した世帯の自己負担

額の合計が著しく高額になる場合、医療・介護合算の自己負担限度額（年額）を超えた金額が高額医療合算介護サービス

費として支給されるもの 

◇「算定対象審査支払手数料」は、市町村と都道府県国保連合会との契約により定められる審査支払手数料単価のうち、国

庫負担金等の算定の基準となる単価に審査支払見込件数を乗じた額 
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（２）地域支援事業費 

地域支援事業費については、第８期（令和３年度～令和５年度）は約 2,400 万円を見込ん

でいます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

4,505,000 4,505,000 4,505,000 4,520,745

訪問介護相当サービス 1,176,000 1,176,000 1,176,000 1,180,110

訪問型サービスA等 0 0 0 0

通所介護相当サービス 2,490,000 2,490,000 2,490,000 2,498,702

通所型サービスA等 0 0 0 0

栄養改善や見守りを目的とした配食 0 0 0 0

定期的な安否確認、緊急時の対応、住民ボランティア等の見守り 0 0 0 0

その他、訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等 0 0 0 0

介護予防ケアマネジメント 347,000 347,000 347,000 348,213

介護予防把握事業 366,000 366,000 366,000 367,279

介護予防普及啓発事業 86,000 86,000 86,000 86,301

地域介護予防活動支援事業 0 0 0 0

一般介護予防事業評価事業 0 0 0 0

地域リハビリテーション活動支援事業 24,000 24,000 24,000 24,084

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 16,000 16,000 16,000 16,056

394,000 400,000 403,000 404,409

包括的支援事業(地域包括支援センターの運営) 276,000 280,000 282,000 282,986

任意事業 118,000 120,000 121,000 121,423

3,218,000 3,257,000 3,280,000 3,291,464

在宅医療・介護連携推進事業 226,000 229,000 231,000 231,807

生活支援体制整備事業 20,000 21,000 22,000 22,077

認知症初期集中支援推進事業 1,667,000 1,686,000 1,697,000 1,702,931

認知症地域支援・ケア向上事業 513,000 519,000 523,000 524,828

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 138,000 140,000 141,000 141,493

地域ケア会議推進事業 654,000 662,000 666,000 668,328

8,117,000 8,162,000 8,188,000 8,216,618
地域支援事業費

24,467,000

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業

包括的支援事業（社会保障充実分）

（単位：円）
第８期
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７ 第１号被保険者の介護保険料 

（１）保険料算定の詳細な手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

標準給付費見込額（※詳細はＰ42 参照） 

地域支援事業費（※詳細はＰ43参照） 

第１号被保険者負担分割合＝23％（※詳細はＰ45 参照） 

① 第１号被保険者負担相当額 

② 調整交付金（調整交付金相当額－調整交付金見込額） 

③ 財政安定化基金（拠出金見込額＋償還金） 

④ 準備基金取崩額 

⑤ 市町村特別給付費等 

⑥ 市町村相互財政安定化事業負担額 

⑦ 保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 

予定保険料収納率（※詳細はＰ46 参照） 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 

（※所得段階設定の詳細はＰ47参照） 

保険料収納必要額 

（＝①＋②＋③－④＋⑤＋⑥－⑦） 

介護保険料基準額（月額） 

（※詳細はＰ48・49参照） 

※詳細はＰ46参照 
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（２）財源構成 

介護保険制度は、国、地方自治体、40 歳以上の住民のそれぞれの負担により、社会全体で

高齢者の介護を支える社会保険制度です。 

介護保険のサービス提供に要する費用は、利用者の自己負担分を除き、約半分が公費（税金）

で、残りの半分が 40 歳以上の被保険者の保険料でまかなわれます。 

40 歳以上の被保険者の保険料の負担割合は、第８期においては第７期と同様に、第１号被

保険者が 23％、第２号被保険者が 27％となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 介護給付費の財源内訳 

■ 地域支援事業費の財源内訳 

第１号

被保険者

23.0%

第２号

被保険者

27.0%
豊郷町

12.5%

滋賀県

12.5%

国

25.0%

居宅給付費の財源内訳

第１号

被保険者

23.0%

第２号

被保険者

27.0%
豊郷町

12.5%

滋賀県

17.5%

国

20.0%

施設給付費の財源内訳

第１号

被保険者

23.0%

第２号

被保険者

27.0%
豊郷町

12.5%

滋賀県

12.5%

国

25.0%

介護予防・日常生活支援総合事業の財源内訳

第１号

被保険者

23.0%

滋賀県

19.25%

豊郷町

19.25%

国

38.5%

包括的支援事業及び任意事業の財源内訳
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（３）保険料収納必要額 

保険料収納必要額は、第８期において第１号被保険者が負担する保険料として確保する必要

がある金額で、約４億 4,９00 万円を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）予定保険料収納率 

第１号被保険者からの保険料徴収には普通徴収と特別徴収がありますが、普通徴収分につい

ては 100％徴収となっていないことなど過去の収納状況を勘案し、第８期の予定保険料収納

率としては 99.00％を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第９期

合　計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

標準給付費見込額（Ａ） 1,966,529,652 650,816,623 652,503,824 663,209,205 673,108,924

地域支援事業費（Ｂ) 24,467,000 8,117,000 8,162,000 8,188,000 8,216,618

第1号被保険者負担分相当額（Ｃ）
※Ｃ＝(Ａ+Ｂ)×0.23

457,929,230 151,554,733 151,953,140 154,421,357 159,430,177

調整交付金相当額（Ｄ） 99,002,233 32,766,081 32,850,441 33,385,710 33,881,483

調整交付金見込額（Ｅ） 82,642,000 30,341,000 27,529,000 24,772,000 19,855,000

財政安定化基金拠出金見込額(Ｆ) 0 0 0 0 0

財政安定化基金償還金(Ｇ) 0 0 0 0 0

準備基金取崩額(Ｈ) 25,000,000 0

審査支払手数料差引額（Ｉ） 0 0 0 0 0

市町村特別給付費等(Ｊ) 0 0 0 0 0

市町村相互財政安定化事業負担額(Ｋ) 0 0

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額(Ｌ) 0 0

保険料収納必要額（Ｍ)
※Ｍ=Ｃ+Ｄ-Ｅ+Ｆ+Ｇ-Ｈ+Ｉ+Ｊ+Ｋ-Ｌ

449,289,463

区　分
（単位：円）

第８期

年金からの差し引き 

介護給付費交付金 

地域支援事業支援交付金 
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（５）保険料の段階設定 

第８期の保険料段階設定については、第７期における 12 段階の設定をベースに、第６段階

に該当する方の基準額に対する割合を次のように見直します。 

なお、令和元年 10 月からの消費税率改定に伴う１号保険料の低所得者軽減強化により、第

１～３段階については公費による軽減措置が実施されています。 

※今後、制度改正等により、軽減措置の内容が変更になる場合があります。 

 

第７期保険料の所得段階           第８期保険料の所得段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基準額に 基準額に

対する 対する

割合 割合

第1
段階

生活保護、老齢福祉年金受給、または
本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円以下

0.50
第1
段階

生活保護、老齢福祉年金受給、または
本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円以下

0.50
（0.30）

第2
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万超120万円以下 0.70

第2
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万超120万円以下

0.70
（0.45）

第3
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が120万円超

0.75
第3
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が120万円超

0.75
（0.70）

第4
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円以下 0.90

第4
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円以下 0.90

第5
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円超 1.00

第5
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が80万円超 1.00

第6
段階

本人の合計所得金額が120万円未満 1.25
第6
段階

本人の合計所得金額が120万円未満 1.20

第7
段階

本人の合計所得金額が120万円以上
190万円未満 1.40

第7
段階

本人の合計所得金額が120万円以上
190万円未満 1.40

第8
段階

本人の合計所得金額が190万円以上
290万円未満 1.50

第8
段階

本人の合計所得金額が190万円以上
290万円未満 1.50

第9
段階

本人の合計所得金額が290万円以上
390万円未満

1.70
第9
段階

本人の合計所得金額が290万円以上
390万円未満

1.70

第10
段階

本人の合計所得金額が390万円以上
490万円未満 1.80

第10
段階

本人の合計所得金額が390万円以上
490万円未満 1.80

第11
段階

本人の合計所得金額が490万円以上
590万円未満 1.90

第11
段階

本人の合計所得金額が490万円以上
590万円未満 1.90

第12
段階

本人の合計所得金額が590万円以上 2.00
第12
段階

本人の合計所得金額が590万円以上 2.00

本
人
が
住
民
税
課
税

本
人
が
住
民
税
課
税

所得
段階

課税区分等
所得
段階

課税区分等

本
人
が
住
民
税
非
課
税

世
帯
非
課
税

本
人
が
住
民
税
非
課
税

世
帯
非
課
税

世
帯
課
税

世
帯
課
税
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（６）介護保険料基準額 

第８期の保険料収納必要額（月額）は、6,754円の見込みとなっています。 

なお、第７期における第 1 号被保険者の保険料基準額（月額）は 6,480 円であることや、

これまでの介護保険事業特別会計において発生した余剰金等により準備基金の積み立てがで

きていること等を踏まえ、その一部を取り崩すこととします。 

これにより、保険料基準額（月額）については、第７期から 80 円減の 6,400 円に設定す

ることとします。 

※保険料基準額（月額）については１の位を切り上げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%)

6,284 93.0% 6,885 93.4%

在宅サービス 3,283 48.6% 3,593 48.8%

居住系サービス 369 5.5% 393 5.3%

施設サービス 2,632 39.0% 2,899 39.3%

その他給付費（Ｂ） 390 5.8% 402 5.5%

地域支援事業費（Ｃ） 80 1.2% 82 1.1%

0 0.0% 0 0.0%

市町村特別給付費等（Ｅ） 0 0.0% 0 0.0%

6,754 100.0% 7,368 100.0%

準備基金取崩額（Ｇ） 356 5.3% 0 0.0%

6,400 94.8% 7,368 100.0%

第８期 第９期

令和３年度～令和５年度 令和７年度

総給付費（Ａ）

財政安定化基金（拠出金見込額＋償還金）（Ｄ）

保険料収納必要額（月額）（Ｆ）
※Ｆ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ

保険料基準額（月額）（Ｈ）
※Ｈ＝Ｆ-Ｇ

（単位：円）

※四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります 
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（７）所得段階別介護保険料 

各所得段階の保険料額は次のような額となります。 

 

 

 

 

 

  

（単位：円）

基準額に

対する

割合 月　額 年　額

第1
段階

生活保護、老齢福祉年金受給、または

本人の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が80万円以下

0.50
（0.30）

3,200
（1,920）

38,400
（23,040）

第2
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が80万超120万円以下

0.70
（0.45）

4,480
（2,880）

53,760
（34,560）

第3
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が120万円超

0.75
（0.70）

4,800
（4,480）

57,600
（53,760）

第4
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が80万円以下
0.90 5,760 69,120

第5
段階

本人の課税年金収入額と合計所得金

額の合計が80万円超 1.00 6,400 76,800

第6
段階

本人の合計所得金額が120万円未満 1.20 7,680 92,160

第7
段階

本人の合計所得金額が120万円以上

190万円未満 1.40 8,960 107,520

第8
段階

本人の合計所得金額が190万円以上

290万円未満 1.50 9,600 115,200

第9
段階

本人の合計所得金額が290万円以上

390万円未満 1.70 10,880 130,560

第10
段階

本人の合計所得金額が390万円以上
490万円未満 1.80 11,520 138,240

第11
段階

本人の合計所得金額が490万円以上

590万円未満
1.90 12,160 145,920

第12
段階

本人の合計所得金額が590万円以上 2.00 12,800 153,600

本

人

が

住

民

税

課

税

所得

段階
課税区分等

保険料

本

人

が

住

民

税

非

課

税

世

帯

非

課

税

世

帯

課

税
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第６章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制の整備 

高齢者やその家族に対する相談・情報の提供や適切な介護基盤整備に向けて、地域包括支援

センター、介護サービス事業者、社会福祉協議会等との連携体制の構築に努めます。 

行政内部においては保健・医療・福祉・教育分野に加え、企画・総務部局や交通部局等とも

連携し、体制強化や業務の効率化を図るとともに、高齢者向け住まいの質の確保や適切な介護

基盤整備に向けた県との連携等についても推進していきます。 

また、在宅医療や在宅看取り等のニーズに対応するため、保健・医療との連携強化に向けて、

地域ケア会議等における多職種による検討の強化を図ります。 

さらに、保険給付等の実態把握においては、データ利活用にあたって個人情報の取扱への配

慮等を含めた活用促進を図るための環境整備に努めます。 

 

２ 計画の進行管理と評価・点検 

本計画に基づき、施策の実現が図れるよう、定期的に事業の達成状況を把握し、ＰＤＣＡサ

イクルに従い進行管理を行うとともに、目標量などを設定している事業はその達成状況につ

いて評価を行います。 

 

 

 

 

  

ACTION

改善

PLAN

計画

DO

実施・実行

CHECK

検証・点検

地域の実態把握・課題分
析に基づき、取組の実績
を評価・点検

目標を設定し、達成に向け
た具体的な計画を作成

検証・点検の結果により、
計画について必要な見
直し

地域資源の発掘や基盤整
備、効率的なサービス提供
等の取組
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資料編 

（１）計画の策定経過等 

■ 豊郷町介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

(平成 20年 10月 7日告示第 40号) 

改正 令和元年 10月 1日告示第 29号 
 

(目的) 

第 1条 この要綱は、豊郷町介護保険制度の円滑な実施を図るため、人格の尊厳および選

択の自由を尊重した、利用者本位の介護サービスを提供する体制の確保が計画的に図ら

れることを目的とする。 

(設置) 

第 2条 本町に豊郷町介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

(所掌事務) 

第 3条 委員会は次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 豊郷町介護保険事業計画（以下「計画」という。）の素案の策定に関すること。 

(2) 計画の進捗状況の点検や運営上の課題の検討に関すること。 

(3) その他目的達成のために必要な事項に関すること。 

(組織) 

第 4条 委員会は、委員 6名以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げるもののうちから町長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 保健医療関係を代表する者 

(3) 福祉関係を代表する者 

(4) 被保険者を代表する者 

(5) その他町長が適当と認める者 

3 委員の任期は、委嘱した日から介護保険事業計画等の策定が終了する年度までとす

る。ただし、補欠により委嘱された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 5条 委員会に会長および副会長各１名を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、委員会を代表し会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6条 委員会の会議は、会長が必要あると認めたとき召集し、会長が議長となる。 

2 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 
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4 委員会は、必要があるときは、関係者の出席を求めてその意見または説明を聞くこと

ができる。 

(庶務) 

第 7条 委員会の庶務は、豊郷町介護保険主管課で処理する。 

(委任) 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は、会長が委員

会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。ただし、平成 20年度の委嘱については、平成 20

年 6月 1日より適用する。 

附 則(令和元年 10月 1日告示第 29号) 
 

この要綱は、令和元年 10月 1日から施行する。 
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■ 豊郷町高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画策定委員会 委員名簿 

 

■ 計画の策定経過 

年度 月／日 内  容 

Ｒ元 
１／10 

～１／24 
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査の実施 

Ｒ２ 

７／30 

＜第１回高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画策定委員会＞ 

◇次期計画策定の考え方について 

◇次期計画策定にかかるアンケート調査結果について 

10／22 

＜第２回高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画策定委員会＞ 

◇現行計画の評価報告について 

◇介護保険事業の運営状況等の報告について 

◇高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画（骨子案）について 

12／21 

＜第３回高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画策定委員会＞ 

◇高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画（素案）について 

◇パブリックコメントについて 

12／25 

～１／13 
パブリックコメントの実施 

１／25 

＜第４回高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画策定委員会＞ 

◇パブリックコメントの結果について 

◇高齢者保健福祉計画および第８期介護保険事業計画（原案）について 

 

  

役 職 氏 名 所 属 団 体 等 

委員長 岡村 明子 学識経験者 

副委員長 竹葉 智至 医療法人 たけは内科医院 

 髙橋  淳 社会福祉法人 豊郷町社会福祉協議会 

 藤野 吉忠 被保険者代表（第１号） 

 野村 早苗 被保険者代表（第２号） 

 菅原 幸一 介護老人保健施設 パストラールとよさと 
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（２）用語の説明 

計画の本文中における専門用語等の用語説明を、五十音順に掲載します。 

用 語 用語の説明 初 出 

【あ行】 

ＮＰＯ（特定非営利活動法人） 
様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収

益を分配することを目的としない団体の総称。 
Ｐ21 

【か行】 

介護支援専門員 

介護保険法に規定された専門職で、居宅介護支援事業

所や介護保険施設に必置とされている職種。一般にケ

アマネジャーとも呼ばれる。 

Ｐ20 

健康寿命 

ＷＨＯが平成12年に提唱した新しい指標で、平均寿命

から寝たきりや認知症など介護状態の期間を差し引い

た期間のこと。 

Ｐ９ 

国立社会保障・人口問題研究所 

厚生労働省に所属する国立の研究機関。人口や世帯の

動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度に

ついての研究を行っている。 

Ｐ１ 

【さ行】 

生活支援コーディネーター 

生活支援サービスの充実および高齢者の社会参加に向

けて、ボランティア等の生活支援・介護予防の担い手

の養成・発掘など地域資源の開発や地域のニーズと地

域支援のマッチングなどを行う人のこと。 

Ｐ21 

滋賀県レイカディア大学 

60歳以上のシニアの方々が集い、学ぶ場。令和元年ま

でに約6,100名が卒業し、それぞれの地域でボランテ

ィアや仲間づくりなどの地域活動を行っている。 

Ｐ28 

【た行】 

団塊ジュニア世代 
昭和46年から49年に生まれた世代のこと。第二次ベ

ビーブーム世代とも呼ばれる。 
Ｐ１ 

地域共生社会 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が

参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつな

がることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域をともに創っていく社会。 

Ｐ１ 

地域包括ケア「見える化」 

システム 

介護保険事業計画の策定・実行に向けて、厚生労働省

が各市区町村の「介護・医療の現状分析・課題抽出支

援」「課題解決のための取組事例の共有・施策検討支

援」「介護サービス見込み量等の将来推計支援」「介

護・医療関連計画の実行管理支援」等を目的として提

供するシステム。 

Ｐ34 
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用 語 用語の説明 初 出 

【な行】 

認知症キャラバン・メイト 

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成

講座」を開催し、講師役を務める人のことで、キャラ

バン・メイトになるためには所定のキャラバン・メイ

ト研修を受講し登録する必要がある。 

Ｐ29 

認知症サポーター 

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見

守る応援者となるための「認知症サポーター養成講

座」を受講した人のこと。 

Ｐ29 

【は行】 

パブリックコメント 

行政機関が政策等を策定する際にその案を広く住民に

公表し、寄せられた意見等を考慮し最終的な意思決定

を行うという一連の手続き。 

Ｐ３ 

ＰＤＣＡサイクル 

Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・

Action（改善）を繰り返すことによって、生産管理や

品質管理などの管理業務を継続的に改善していく手法

のこと。 

Ｐ26 

フレイル 

日本老年医学会が平成26年に提唱した概念で、

「Frailty（虚弱）」の日本語訳。健康な状態と要介護

状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が

みられる状態のことを示す。 

Ｐ８ 

【ま行】 

メタボリックシンドローム 

運動不足・食べすぎなどの積み重ね等による内臓脂肪

型肥満をきっかけに、脂質異常、高血糖、高血圧とな

る状態。 

Ｐ24 
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